
平
成

™
š
年

˜
—
月

™
œ
日
火
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

™
—
—
号
)

官
報

４ その他
\ 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した調達を履行できることを証明する
書類を添付して入札に必要な書類の受領期限
までに提出しなければならない。入札者は、
開札日の前日までの間において、契約責任者
から当該書類に関し説明を求められた場合
は、それに応じなければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した調達に
係る入札書を提出した者であって、契約制限
価格の範囲内で最低価格（総価）をもって有
効な入札を行った入札者を落札者とする。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 入札に関する一般的な質問については『入
札参加に必要な書類や入札に関するよくある
質問と回答
（http://www.e-nexco.co.jp/bids/info/

capacity/pdfs/faq.pdf）』を参照のこと。
d その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Tatsuo Sato, Chairman

and Chief Executive Officer of East Nippon

Expressway Company Limited

] Classifications of the products to be pro-

cured : 14

^ Nature and quantity of the products to be

purchased : set of Servers, etc

_ Leasing term : From 1 April 2012, th-

rough 31 March 2016

` Lease place : As shown in the specifica-

tions

a Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the open tender are those

who shall :

{ not come under Article 6 of the East

Nippon Expressway Company LimitedÐs

regulation concerning the contract pro-

cedures

| after 2006 fiscal year have experience

in business of supplying Server installed

Solaris OS

} have proven to have prepared a system

to provide rapid after-sale service and

maintenance for the products concerned

b Deadline for tender : 4 : 00 P.M. 14 De-

cember 2011

c Contact point for the notice : Moriyuki

Mitsuzuka, Deputy Manager of Procurem-

ent & Contract Section, Technology De-

partment, Technology, Procurment & In-

ternational Affairs Division, East Nippon

Expressway Company 3`3`2 Kasumi-

gaseki, Chiyoda-ku, Tokyo 100`8979 Ja-

pan. Tel. 03`3506`0212

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 23年 10月 25日
支出負担行為担当官
北海道開発局帯広開発建設部長 大内 幸則
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 01

〇開発帯広第６号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 一般国道336号広尾町新宝浜トン
ネル北工事（電子入札対象案件）

^ 工事場所 北海道広尾郡広尾町
_ 工事内容 工事延長：Ｌ＝1¶105N（ＳＰ
65¶853`ＳＰ66¶958）、掘削工：掘削延長 Ｌ
＝971N インバート掘削延長 Ｌ＝162N

` 工期 契約締結日の翌日から平成26年９月
12日まで。

a 使用する主要な資機材 トンネル掘削補助
工：ＡＧＦ工（セメント系 φ114•3、改良
長 Ｌ＝12•65N）Ｎ＝３シフト フォアポー
リング工（Ｄ25、Ｌ＝3•0N）Ｎ＝1¶940本、
コンクリート：Ｖ＝9¶125‚（覆工・インバー
ト工、余巻含む）、鉄筋：Ｗ＝39•9ｔ、ロック
ボルト：Ｎ＝9¶966本、鋼製支保材：Ｎ＝724

基 Ｗ＝約372ｔ、吹付コンクリート：Ｖ＝
4¶028‚（余吹き、はね返りロス含む）、坑門

工（面壁工）：延長 Ｌ＝１N Ｎ＝１基
コンクリート Ｖ＝98‚鉄筋 Ｗ＝8•3ｔ、
道路土工：Ｎ＝１式

b 本工事は、資料の提出及び入札等を電子入
札システムにより行う。ただし、電子入札シ
ステムにより難いものは、発注者の承諾を得
て紙入札方式に代えることができる。

c 本工事は、「建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律」（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

d 本工事は、入札時に施工方法等の提案を受
け付け、価格以外の要素と価格を総合的に評
価して落札者を決定する入札時ＶＥ方式（総
合評価落札方式）の適用工事のうち、品質確
保のための体制その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式の試行工事である。ま
た、本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事で
ある。ただし、入札時ＶＥ方式（総合評価落
札方式）に係るものを除く。

e 本工事は、いわゆるダンピング受注に係る
公共工事の品質確保及び下請業者へのしわ寄
せの排除等の観点から、調査基準価格を下
回った価格をもって契約する場合、重点的に
監督・検査等の強化を行う試行工事である。

Ĉ 本工事は、工事の監督及び検査において、
「施工プロセスを通じた検査実施要領」に基
づき、品質検査員が工事実施状況、出来形及
び品質について臨場により確認を行う「施工
プロセスを通じた検査」の試行工事である。

D̂ 本工事は、中間前金払に代わり、短い間隔
で出来高に応じた部分払や設計変更協議を実
施する「出来高部分払方式」を適用する。

Ê 本工事は、総価契約単価合意方式の対象工
事である。本工事では、受発注者間の双務性
の向上とともに、契約変更等における協議の
円滑化を図るため、契約締結後受発注者間の
協議により総価契約の内訳として単価等を合
意することとする。

なお、本方式の実施にあたっては、「総価契
約単価合意方式実施要領」及び「総価契約単
価合意方式実施要領の解説」に基づき行うも
のとする。
また、実施方式については、単価等を個別
に合意する方式（以下「単価個別合意方式」
という。）によることとする。なお、協議開始
の日から14日以内に「単価個別合意方式」に
よる協議が整わない場合は、「単価包括合意方
式」にて行うものとする。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件をすべて満たしている者又は
当該者を構成員とする特定建設工事共同企業体
で、北海道開発局長から入札参加資格の決定を
受けた者。
なお、特定建設工事共同企業体については、
北海道開発局長が別に公示する申請方法に基づ
き、特定建設工事共同企業体の資格審査を申請
すること。
\ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165

号）第70条及び第71条の規定に該当しない者
であること。

] 北海道開発局における工事区分「一般土木」
に係る一般競争参加資格の決定を受けている
こと（会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てがなされてい
る者又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てがなされてい
る者については、手続開始の決定後、北海道
開発局長が別に定める手続に基づく一般競争
参加資格の再決定を受けていること。）。

^ 北海道開発局における工事区分「一般土木」
に係る一般競争参加資格の決定の際に算定し
た経営事項評価点数が、1¶100点以上である
こと（上記]の再決定を受けた者にあっては、
当該再決定の際に、経営事項評価点数が
1¶100点以上であること。）。ただし、特定建
設工事共同企業体の代表者以外の構成員につ
いては、経営事項評価点数が、1¶000点以上
であること（上記]の再決定を受けた者に
あっては、当該再決定の際に、経営事項評価
点数が1¶000点以上であること。）。˜
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